
屋外警報装置等の技術基準の検討

〇 飲食店から出火した場合に地域ぐるみで早期に火災を覚知し迅速に初期消火を行うために、
住宅用火災警報器を活用し、飲食店を含む隣接建物間で相互に火災警報を伝達する新たな方式
の効果や課題について検証することが必要。

連動型住宅用火災警報器を複数建築物（小規模飲食店を含む）に設置し、設置時及び数ヶ月継続設置する期間を
通じて、連動させる場合の効果及び課題等を検証した。（平成２９年度 ３２消防本部３６地区にて実施）

火災を感知した警報器だけでなく、連動設定を行っているすべ
ての警報器が無線信号を受けて警報を発する仕組みの住宅用
火災警報器。通常の設置方式では、一住戸内で無線連動。

検証事業の概要

連動型住宅用火災警報器

今回の検証においては、一住戸内で無線連動する製品である
「連動型住宅用火災警報器」を応用し、隣接建物間等で信号を
やりとりさせる。

新たな方式

屋内の住宅用火災警報器と連動して、飲食店等で発生した火災を早期に周辺に知ら
せる屋外警報装置等の検討を行っている。

飲食店等の防火安全対策検討（平成30年度事業）
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住宅等における火災の早期覚知対策として、屋内の警報器と連動して火災発生を周囲に知らせる
屋外警報装置等に求められる性能基準などのガイドライン策定を目的とした検討を行う。

目的
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「屋外警報装置等の技術基準検討会報告書」の概要

◎ 警報音の音圧は７０ｄB以上であり、その状態を１分間継続できること。
◎ 警報音とあわせて、音声（「火事です、火事です、119番通報してください」等）により火災発生を周囲に知らせる。
◎ 屋外に設置するものは、JIS C 0920（電気機械器具の外郭による保護等級）のIPX３（散水に対しての保護）以上の防水性能を有すること。

主な求める性能について（ガイドラインの主な内容）

「屋外警報装置等の技術基準検討会」
●住宅等における防火対策を促進するために、屋内の住宅用火災警報器と連動して火災発生を周囲に知らせる屋外警報装
置等に求められる性能基準などのガイドライン策定を目的として検討を行った。

◎ 屋外警報装置等の普及を図るため、広く国民に周知し、認知を図ることが重要である。
◎ 製品化された屋外警報装置等を国民が正しく選択できるように、基準に適合している旨を国民が容易に確認できるようにすることが望ましい。
◎ ガイドラインの基準は、最低限度満たすべき基準として整理していることから、環境騒音の大きな場所にも対応できるような製品や

スマートフォン等の通信機器と連動する製品などさらなる付加価値を持つ多様な製品が開発されることが望まれる。

「屋外警報装置鳴動」「連動型住宅用住警器感知」 「通行人がきづく」

背景

◎ 住宅における火災被害の軽減を図るため、平成18年に住宅用警報器の設置が義務付けられた。
◎ 高齢者の単独世帯や夫婦のみ世帯の増加や、住宅の遮音性能の向上等を踏まえると、火災発生と同時に屋外にいる人にも火災を知らせるこ

とは、被害を軽減する上で有効と考えられる。
◎ 近年、火災発生時に無線により住宅内の全ての住宅用火災警報器が同時に鳴動する連動型住宅用火災警報器が普及し始めている。

屋外警報装置とは

◎ 連動型住宅用火災警報器が火災時に発する無線信号を受信し、屋外で火災警
報を発する装置。

◎ インターホンを利用する住宅もあることから、屋外警報装置の機能を有するイン
ターホンも考えられる。

ガイドライン運用にあたって


